
様　　式 提　出　書　類　の　内　容 備　　　　考

様式１ 参加表明書

様式２ 事業者概要書

様式３ 業務実績書

様式４ 質問書

様式５ 業務提案書

様式６ 参考見積書

様式７ 参加辞退届

小田原市放課後児童クラブ運営業務委託

公募型プロポーザル様式集



様式１

　小田原市長　あて

(提出者）

(担当者）

氏 名

所 属 部 署

電 話 番 号

電 話 番 号

参　加　表　明　書

所 在 地

Ｅ－ｍａｉｌ

令和８年（2026年）　　月　　日

受領確認書 受付番号 受付印

商号又は名称

代表者職氏名

あなたの参加表明書は、
右記の受付番号で受領しました。

小田原市　教育部　教育総務課

　令和８年　月　日付けで公表があった、小田原市放課後児童クラブ運営業務委託公募型プロポーザ
ルについて、同業務の実施要項を遵守し、参加の意思を表明します。
　ついては、実施要領に規定する参加者の要件を全て満たしていることを誓約し、相違があった場合
は、参加資格を取り消されても異議を申し立てません。

印



様式２

※ 企業の概要が示されている既存のパンフレット等がある場合は添付してください。
※ 以下の書類を添付してください。
①前年度の法人事業税の納税証明書
（都道府県で発行されたもので、最新の事業年度の記載内容であるもの。ただし、納税証明
書に記載されている未納額が０であるものに限る。写し可）
②前年度の法人税並びに消費税及び地方消費税の記載がある納税証明書（その１）
（税務署で発行されたもので、最新の事業年度の記載内容であるもの。ただし、納税証明書
に記載されている未納額が０であるものに限る。写し可）
③市税完納証明書（写し可）
※ かながわ電子入札共同システムに未登録の場合は、以下の書類も添付してください。
　（各１部）
①定款及びその他の規約　（写し）
②履歴事項全部証明書（登記簿謄本）（３か月以内に発行されたものの写し）
③営業証明書　（３か月以内に発行されたものの写し）
④印鑑証明書　（写し可）

事業所数

社員数

備
考

株式上場の有無

事　業　者　概　要　書

　令和　　　年　　月　　日現在

法人の商号又は名称

代表者職氏名

所在地

設立年月（和暦）

資本金



様式３

業務名称 業務期間

発注者名 通算期間

備考

※ 最大５自治体(市区(特別区)町村）分の実績を記入し、それに満たない場合は残りの記入欄
　 は空白としてください。
※ 業務実績に係る契約書（鑑）の写しをＡ４サイズに合わせて、本様式の後に添付してくだ
   さい。
※ 業務期間欄にはその契約の契約期間を、通算期間欄にはその契約を継続して更新している
   場合には通算の契約期間を記入してください。
※ 業務内容には、同種業務または、類似業務かを記載してください。
※ 記入しきれない場合は、別紙（任意様式）に詳細（業務名称、業務期間、通算期間、業務
　 内容、受託施設数）を記入し本様式の後に添付してください。

3

4

5

1

2

業　務　実　績　書

法人の商号又は名称

業務内容 受託施設数NO.



様式４

　小田原市長　あて

所 在 地

商 号 又 は 名 称

担 当 者 名

電 話 番 号

Ｅ － ｍ ａ ｉ ｌ

業務名： 小田原市放課後児童クラブ運営業務委託

質問№ 該当箇所

注）質問内容は、簡潔に分かりやすく記載してください。

小田原市放課後児童クラブ運営業務委託

公募型プロポーザル様式集

回答質問事項

令和８年（2026年）　　月　　日



様式５

令和８年（2026年）　　月　　日

　小田原市長　あて

プレゼンテーション及びヒアリングの参加者

※受託者となった場合の、本業務の責任者となる予定者は出席してください。

※やむを得ず、プレゼンテーションの参加者が変わる場合は、事前に連絡ください。

所属

氏名

※プレゼンテーションの資料は本業務提案書添付書類のみとし、プロジェクター等により映写するものは
　同様のもの若しくは要約したものに限ります。

代表者職氏名

商号又は名称

住 所

業　務　提　案　書

氏名

連絡先

所属

所属

氏名

　令和８年　月　日付けで公表があった、小田原市放課後児童クラブ運営業務委託公募型プロ
ポーザルについて、別添業務提案書類を提出します。
　なお、プレゼンテーション及びヒアリングの参加者については、以下の者とします。

電 話 番 号

印



様式６

　小田原市長　あて

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

令和８年（2026年）　　月　　日

（ 注 意 事 項 ）

１　金額は算用数字で記入し、頭部に￥を付記してください。

２　本業務に係る消費税及び地方税は、消費税法（昭和63年法律第108号）第６条第１項
　　及び別表第１第７号に該当するため、非課税として取り扱います。

３  参考見積書には内訳書（任意様式）を添付してください。

(提出者）

記

商号又は名称

代表者職氏名

電 話 番 号

住 所

小田原市放課後児童クラブ運営業務委託参考見積書

　小田原市放課後児童クラブ運営業務委託に係る参考見積金額について、下記のとおり提
出します。

印



様式７

小田原市長　あて

(提出者）

記

令和８年（2026年）　　月　　日

参　加　辞　退　届

　令和８年　月　日付けで公表があった、小田原市放課後児童クラブ運営業務委託公募型プロポーザ
ルについて、「参加表明書」を提出しましたが、下記の理由により、参加を辞退します。

住 所

商号又は名称

代表者職氏名

電 話 番 号

印


